




部門別販売ルート

部門別売上高構成比 1 株当たり配当金
（円）
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　土木・建築をはじめ、物流や船舶、電力、鉄道、営林、農園
芸、環境、街路緑化、産業廃棄物関連など様々な業界に商
材を供給している産業資材部門は、企業の設備投資や住宅
着工戸数の持ち直しを受け、関連商材の荷動きも回復基
調で推移しました。
　以上の結果、当連結会計年度の産業資材部門の売上高
は21,281百万円となりました。

　鉄骨建築の外部環境は、推定鉄骨需要量が若干の回復
基調で推移する状況に押しとどまり、鉄骨建築物件の限ら
れた需要をめぐる競合の激化と販売価格の下げ圧力から
依然として厳しい状況で推移しました。
　以上の結果、当連結会計年度の鉄構資材部門の売上高
は7,593百万円となりました。

空調・換気扇、家電、照明、電線などの売上高は伸展し、ま
た、LEDやエコキュート、リフォーム関係向けの太陽光発電
などは、低炭素社会の成長産業として需要が拡大しており
ます。
以上の結果、当連結会計年度の電設資材部門の売上高

は6,673百万円となりました。

次期の見通しにつきましては、東日本大震災の国内経済
に与える影響など不透明な状況であります。
当社グループの関連業界におきましては、原油、石炭、鉄
鉱石等の原材料価格で上昇の動きが強まっていることな
ど、予断を許さない状況が続くと思われます。
このような状況のもとで、当社グループは受注競争、価格
競争に耐えうるコスト競争力を高め、自社製品･輸入商材･
新商材の拡販と新規販売先の開拓の四つの重点施策を実行
するとともに、平成22年4月に連結子会社とした三和電
材株式会社との事業拡大を図ってまいります。
また、震災復興の動向等を予測することは困難であるも
のの、災害復旧・復興資材や耐震資材を取扱う当社グルー
プとしては、その社会的使命を全うする所存であります。

当連結会計年度における部門別の業績は次のとおりです。

37,625百万円
（前連結会計年度比   ＋5.8％）

（前連結会計年度比 ＋16.1％）

（前連結会計年度比 ＋13.4％）

（前連結会計年度比   ＋1.3％）

1,480百万円

1,561百万円

845百万円

売 上 高

営業利益

経常利益

当期純利益

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な施策
として位置づけ、「収益の向上」、「企業価値の増大」を
図りながら、配当性向を勘案し、安定配当を目指すこと
を基本方針としております。
この方針のもと、平成23年3月期の期末配当金は1
株につき13円とさせていただきます。

次期配当につきましては、平成23年4月27日に東
京証券取引所及び大阪証券取引所の市場第一部銘柄
として指定されたことに伴い、株主の皆様に感謝の
意を表するため、中間配当について、1株につき普通
配当13円に記念配当1円を加えた14円とし、期末
配当13円と合わせた年間配当27円を計画しており
ます。

1． 期末配当金 1 株につき 13 円
2． 支払開始日 平成 23 年 6 月 30 日（木）
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【部門別業績】

次期の見通し 配当金

平成24年3月期の連結業績予想
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